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経済産業省庁舎の管理・運営業務仕様書 
 

 

 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１号。以下「法」

という。）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによる

利益を享受する国民の立場に立って、公共サービスの全般について不断の見直しを行い、

その実施について、透明かつ公正な競争の下で受注者の創意と工夫を適切に反映させるこ

とにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現することを目指すもので

ある。 

 前記を踏まえ、経済産業省は、公共サービス改革基本方針（平成２２年７月６日閣議決

定）別表において民間競争入札の対象として選定された経済産業省庁舎の管理・運営業務

（以下「管理・運営業務」という。）について、公共サービス改革基本方針にしたがって、

平成２３年４月１日から事業を実施し、先般の基本方針改定（平成２８年度６月２８日閣

議決定）において民間競争入札の対象から除外され、平成２９年４月１日からの事業は、

経済産業省の責任において入札・契約している。令和２年４月１日からの事業においても

同様に対応していることから、令和５年４月１日からの次期事業についても経済産業省の

責任において入札・契約するものとする。 

本運営業務については、法の対象から外れるものの、法の趣旨を尊重し、透明かつ公正

な競争の下で入札参加者の創意工夫を適切に反映させ、より良質かつ低廉な公共サービス

を実現することを最重要課題と位置づけ、従来の基本方針を踏襲し、本仕様書を定めるも

のとする。 

 

 

１．対象業務の詳細な内容及びその実施にあたり確保されるべき対事業の質に関する事項 

 

（１）対象公共サービスの詳細な内容 

 

① 対象施設の概要 

名 称  経済産業省庁舎 

住 所  東京都千代田区霞が関一丁目３－１ 

  敷地面積 ２４，３２１．１２㎡ 

 

 （本館） 

 構  造 Ｓ造（一部ＲＣ造）１８階建（地下３階） 

  建築面積  ２，３３７．４６㎡ 

  延床面積 ５２，２１１．６７㎡（厚生棟を含む。） 

 

 （別館） 

  構  造 ＳＲＣ造１１階建（地下２階） 

  建築面積  ４，５２４．０５㎡ 

  延床面積 ５８，５３５．３５㎡ 

 

② 業務の対象と業務内容 

経済産業省庁舎の利用者が快適に過ごせるようにするために、以下の業務を適切に

行うこととする。 

ア．建築・建築設備管理業務 

   １）業務の概要 
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建築、電気設備、機械設備等の性能及び状態を常時適切な状態に保全するため、

適切な点検、保守及び運転監視等を行うこと。また、関係法令に基づき義務づけ

られている必要な資料を作成すること。 

   ２）業務の仕様 

     別紙１参照 

 

  イ．清掃業務 

   １）業務の概要 

     清掃を実施し、施設の快適な環境を維持すること。 

   ２）業務の仕様 

     別紙２参照 

 

  ウ．鉢植木賃貸借業務   

 １）業務の概要 

     庁舎内に適切な状態の鉢植木を配置し、施設の快適な環境を維持すること。 

   ２）業務の仕様 

     別紙３参照 

 

  エ．警備保安業務 

   １）業務の概要 

庁舎の警備業務及び防災管理並びに来庁者の入退管理、案内等及び受付業務を行

うこと。 

   ２）業務の仕様 

     別紙４参照 

 

オ．電話交換取扱業務 

   １）業務の概要 

経済産業省の代表電話に掛かった電話を、迅速かつ適切に担当部署に取り次ぐ

こと。 

   ２）業務の仕様 

     別紙５参照 

 

カ．総括管理業務 

   １）業務の概要 

経済産業省大臣官房会計課厚生企画室（以下「厚生企画室」という。）と連携を

図り、各個別業務（別紙１～別紙５に記載する業務をいう。以下同じ。）間の連

絡・調整を行うとともに、庁舎の利用者からの庁舎設備等の不具合等の連絡に対

し迅速な対応を行うこと。 

   ２）業務の仕様 

別紙６参照 

 

③ 契約期間開始前及び終了時の引継方法 

  ア．本業務の契約期間が開始する前に、本業務を行っている者から、事前に十分な引

継ぎを受けること。当該引継ぎに要する費用は受注者の負担とし、業務に必要な知

見の移転が終了するまで行うものとする。 

  なお、契約期間開始前に業務を行っていた者が引き続きその業務を行うこととな

る場合には、この限りではない。 
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イ．本業務の契約期間が終了する際、本業務を引き継ぐ者に対し、事前に十分な引継

ぎを行うこと。当該引継ぎに要する費用は受注者の負担とし、本業務を引き継ぐ者

が決定次第速やかに引継ぎを開始して、業務に必要な知見の移転が終了するまで行

うものとする。 

なお、契約期間終了後に引き続きその者が業務を行うこととなる場合には、この

限りではない。 

 

ウ．本業務の契約期間が終了する際、本業務の遂行に当たり使用した設備については、

原状回復をした上で経済産業省に引き渡すこと。また、受注者が本業務に供するた

めに持ち込んだ設備・備品等については、すべて受注者の負担で撤去すること。 

 

エ．本業務の契約期間が終了する際、経済産業省が提供した情報については、すべて経

済産業省に返却するか適切に破棄すること。また、受注者が本業務の遂行に当たり

収集した情報及び本実施要項において作成が義務づけられている書類又は電子媒体

については、すべて経済産業省に無償で引き渡すこと。 

 

（２）達成すべき質の設定 

本業務の実施に当たり達成すべき質及び最低限満たすべき水準は以下のとおりとする。 

 

① 管理・運営業務の包括的な質 

管理・運営業務を通じて包括的に達成すべき質は、快適な施設利用を可能とすると

ともに、経済産業省庁舎における公共サービスの円滑な実施を可能とすることとする。

具体的には以下のとおりとする。 

 

ア．業務継続の確保 

１）平常時 

本業務の不備に起因する施設内における人身事故及び物損事故並びに停電等に

よる業務停止が発生しないこと。 

 

２）緊急時 

ａ．経済産業省庁舎がり災した場合  

大地震・火災等の緊急事態が発生し、経済産業省がその業務の一部又は全部

を停止した場合において、経済産業省が機能を復旧する過程で、本業務の不備

に起因した復旧の遅れがないこと。 

ｂ．経済産業省庁舎がり災していない場合 

大地震・原子力発電所における事故等の緊急事態が発生し、広範な地域にお

いて機能を停止した場合（経済産業省がり災していない場合に限る。）におい

て、本業務の不備に起因した通信機器等の不具合がないこと。 

 

イ．安全の確保 

本業務の不備に起因した経済産業省庁舎内での人身事故又は物損事故の発生がな

いこと。 

 

ウ．庁舎設備等の不具合等への速やかな対応 

    庁舎の利用者から庁舎設備等の不具合等の連絡があった際に速やかに対応するこ

と。 

 

 ② 各業務において確保すべき水準 
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各業務において確保すべき水準は、各業務の仕様書において定める内容を確保する

こととする。（別紙１～別紙６参照） 

なお、受注者は、それぞれに定められた仕様書について、法令に反しない限り、企

画書において改善提案を行うことができる。 

 

 ③ 創意工夫の発揮可能性 

本業務を実施するに当たっては、業務の質の向上（包括的な質の向上、効率化の向上）

及び経費の削減等に努めるものとする。 

 

ア．管理・運営業務の実施全般に対する改善提案 

受注者は、管理・運営業務の実施全般に係る質の向上及び経費の削減の観点から取

り組むべき事項等の改善提案を行うことができる。その際、具体的な方法等を示す

とともに、仕様書で示す現行基準レベルの質が確保できる根拠等を明示すること。 

 

イ．各業務に関する改善提案 

受注者は、本業務における各業務に係る質の向上及び経費の削減の観点から取り組

むべき事項の改善提案を行うことができる。その際、質の向上に向けた具体的な方

法等を示すとともに、仕様書で示す現行基準レベルの質が確保できる根拠等を明示

すること。 

 

（３）対価の支払方法 

経済産業省は、受注者が行う業務について契約期間中の検査・監督を行い、業務の

実施状況及び質の状況を確認した上で、対価を支払う。 

検査・監督の結果、業務の実施状況及び質の状況が確保されていない場合は、経済

産業省は再度業務を行うように改善の指示を出し、受注者は、業務改善計画書を経済

産業省に提出するとともに所要の改善を行うこととする。 

改善後の確認ができるまでの間、対価の支払を保留する。 

対価の支払に当たっては、受注者は当該月分の業務の完了後、経済産業省との間で

あらかじめ定める書面により当該月分の支払請求を行う。 

経済産業省は、これを受領した日の翌日から３０日以内に所定の金額を受注者（入

札参加グループ（下記３．（６）①に規定する入札参加グループをいう。以下同じ。）

の場合は代表者（下記３．（６）①に規定する代表者をいう。以下同じ。））に支払

うものとする。 

 

（４）費用負担等に関する留意事項 

 ① 消耗品等 

  本業務を実施するに当たり庁舎の利用者が使用する消耗品並びに受注者が使用する

消耗品及び附属品については、仕様書（別紙１～別紙６参照）において民間事業者が

負担することとして定められているものを除き経済産業省の負担とし、受注者からの

請求に応じて支給するものとする。 

 

② 光熱水費 

経済産業省は、受注者が本業務を実施するために使用する光熱水費を無償で提供す

るものとする。 

 

③ 庁舎使用料 

経済産業省は、受注者が本業務を実施するために使用する控室等を無償で提供する

ものとする。 
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④ 法令等の変更による増加費用及び損害の負担 

法令等の変更により受注者に生じた合理的な増加費用又は損失については、以下の

ア．からウ．のいずれかに該当する場合には経済産業省が負担し、それ以外の変更に    

ついては受注者が負担するものとする。 

   ア．本業務に類型的又は特別に影響を及ぼす法令、基準等の変更及び税制度の新設 

イ．消費税その他類似の税制度の新設・変更（税率の変更を含む。） 

ウ．上記ア．及びイ．のほか、法人税その他類似の税制度の新設・変更以外の税制

度の新設・変更（税率の変更を含む。） 

 

 

２．実施期間に関する事項 

 

当該業務の実施期間は、令和５年４月１日から令和６年３月３１日までとする。 

 

 

３．入札参加資格に関する事項 

 

入札参加者は、下記及び入札説明書に記載された事項によるものとする。 

 

（１）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）第７

０条の規定に該当しない者であること。（なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で

あって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場

合に該当する。） 

 

（２）予決令第７１条の規定に該当しない者であること。 

 

（３）令和４・５・６年度競争参加資格（全省庁統一資格）において、入札実施地域にお

ける「役務の提供等」（建物管理等各種保守管理）でＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付

されている者であること。 

なお、入札参加グループで入札に参加する場合には、令和４・５・６年度競争参加

資格（全省庁統一資格）の入札実施地域における「役務の提供等」（建物管理等各種

保守管理）において、代表者にあってはＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付されており、

代表者以外の入札参加グループ員（下記（６）①に規定する入札参加グループ員をい

う。以下同じ。）にあってはＡ、Ｂ、Ｃ又はＤの等級に格付されている者であること。 

 
ただし、格付けされている令和４・５・６年度経済産業省競争参加資格（全省庁統

一資格）「役務の提供等」の等級にかかわらず、「技術力ある中小企業者等の入札参加

機会の拡大について（平成 12 年 10 月 10 日 政府調達（公共事業を除く）手続の電子

化推進省庁連絡会議幹事会決定）」の要件を充たす者は入札参加資格を有するものとす

る。具体的には以下ア～オのいずれかを充たす者であること。 
 

  ア．当該入札に係る物件と同等以上の仕様の役務の提供をした実績等を証明できる者 
 
  イ．資格審査の統一基準における統一付与数値合計に以下の技術力評価の数値を加算
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した場合に、当該入札における等級に相当する数値となる者 
項 目 区 分 加算数値 

特許保有件数 
（当該入札物件等に関する特許） 

３件以上 
２件 
１件 

１５ 
１０ 
 ５ 

技術士資格保有者数 
（当該入札物件の製造等に携わる従業

員） 

９人以上 
７～８人 
５～６人 
３～４人 
１～２人 

１５ 
１２ 
 ９ 
 ６ 
 ３ 

技能認定者数（特級、１級、単一等級） 
（当該入札物件の製造等に携わる従業

員） 

１１人以上 
９～１０人 
７～８人 
５～６人 
３～４人 
１～２人 

 ６ 
 ５ 
 ４ 
 ３ 
 ２ 
 １ 

注１．特許には、海外で取得した特許を含む。 
  注２．技術士には技術士と同等以上の科学技術に関する外国の資格のうち、文部科学

省令で定めるものを有する者であって、技術士の業務を行うのに必要な相当の知

識及び能力を有すると文部科学大臣が認めたものを含む。 
   

ウ．ＳＢＩＲ制度の特定新技術補助金等の交付先中小企業者等であり、当該入札に係

る物件等の分野における技術力を証明できる者 
     

エ．株式会社産業革新投資機構の支援対象事業者又は当該支援対象事業者の出資先事

業者であり、当該入札に係る物件等の分野における技術力を証明できる者 
     

オ．グローバルに活躍するスタートアップを創出するための官民による集中プログラ

ム（Ｊ－Ｓｔａｒｔｕｐ）に選定された事業者であり、当該入札に係る物件等の分

野における技術力を証明できる者 
 

（４）経済産業省所管補助金交付等の停止及び契約に係る指名停止等措置要領に基づく指

名停止措置が講じられている者でないこと。 

なお、経済産業省から補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている事

業者に再請負させる場合は、注文者の承諾が必要となります。（請負金額１００万円

未満のものを除く） 

＜事業者一覧はこちらから＞ 

https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/shimeiteishi.html 

 

（５）過去３年以内に情報管理の不備を理由に経済産業省との契約を解除されている者で

はないこと。 

 

（６）入札参加グループでの入札について 

① 入札参加グループの結成 

入札参加者が本仕様書に定める業務のすべてを単独で遂行することができない場合

には、入札書類（４．（２）①で規定する入札書類をいう。）を提出する時までに、

業務のすべてを共同で遂行することにより入札に参加するグループ（以下「入札参加

グループ」という。）を結成し、入札に参加することができる。その際、入札参加グ
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ループに参加する者を入札参加グループ員とし、入札参加グループ員のうちから代表

企業及び代表者を定めるものとする。 

なお、入札参加グループ員は、ほかの入札参加グループに参加し、又は単独で入札

に参加することはできない。また、入札参加グループを結成した場合には、すべての

入札参加グループ員は、入札参加グループ結成に関する協定書（又はこれに類する書

類）を作成しなければならない。 

 

② 入札参加グループの入札参加資格 

すべての入札参加グループ員は、上記（１）から（５）のすべての要件を満たしてい

ること。 

 

 

４．入札に参加する者の募集に関する事項 

 

（１）入札の実施手続及びスケジュール 

 スケジュール（予定） 

官報公告 令和４年１１月上旬頃 

入札説明会（現場説明会） 令和４年１１月中旬頃 

入札等に関する質疑応答 質問締切：令和４年１１月下旬頃 

質問への回答：令和４年１２月下旬頃 

入札書類の受付期限 令和４年１２月下旬頃 

入札書類の評価（プレゼン

テーション有り） 

令和５年１月上旬から中旬頃 

入札・開札 令和５年２月中旬頃 

契約締結・事業開始 令和５年４月１日 

 

（２）入札実施手続 

 ① 提出書類及び提出時期 

   競争入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）は、総合評価のための業務実

施の具体的な方法、その質の確保方法等（以下「業務の質等」という。）に関する書類

（以下「企画書」という。）その他審査に必要となる書類（以下「入札書類」という。）

を入札書類の受付期限までに提出する。 

また、入札参加者は、入札時に、本件業務実施に係る入札金額を記載した書類（以

下「入札書」という。）を提出する。入札書に記載する入札金額には、本業務に要する

一切の諸経費の１１０分の１００に相当する金額を記載することとする。 

 

 ② 企画書の内容 

  入札参加者が提出する企画書には、本仕様書５．で示す総合評価を受けるために必

要な次の事項を記載する。 

 

ア．代表責任者及び本業務担当者【様式１】 

  入札に参加する事業者の代表責任者及び本業務の担当者を記載する。 

なお、入札参加グループで参加する場合は、様式１に入札参加グループ員の一覧、

入札参加グループの代表事業者、入札参加グループ員の代表責任者及び各業務の担

当者を記載すること。入札参加グループ結成に関する協定書又はこれに類する書類

を添付すること。 
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イ．業務実績【様式２】 

本仕様書１．（１）②で示す業務ごとに、過去の実績について、直近３年間の実績

を中心に記載すること。 

   

ウ．業務に対する認識【様式３】 

本業務を実施するにあたっての基本的な方針及び本業務を確実に実施するための

方法を記載すること。 

 

エ．管理・運営業務全体及び業務ごとの実施体制、法的資格等を有する者等の配置【様

式４】 

管理・運営業務全体について及び仕様書１．（１）②で示す業務ごとに実施体制、

各業務で必要とする法定資格等を有する者及び条件を満たす者の配置を記載する。

（下記③その他審査に必要となる書類イに記載する書類を添付すること。） 

 

オ．質の確保に対する考え方【様式５】 

  管理・運営業務に関する包括的な質の確保に関する考え方、各業務の質の確保に

関する考え方及び業務の質の向上や効率性の向上等に関する考え方を記載する。 

 

カ．改善提案【様式６、７】 

改善提案を行う場合、改善提案を行う業務（項目）を明確にし、改善提案を行う

理由、改善提案の内容、改善提案による質の向上効果又は経費の削減効果（あるい

はその両方）を具体的に示すこと。 

 

キ．緊急時の体制及び対応方法【様式８】 

緊急時（管理・運営業務を通常どおり実施することが困難になる事故・事象が生じ

た場合をいう。）のバックアップ体制と対応方法を示す。 

 

ク．情報取扱者名簿及び情報管理体制図 【様式９】 

i. 本事業で知り得た情報を適切に管理するため、次の履行体制を確保し、注文者

に対し「情報取扱者名簿（氏名、住所、生年月日、所属部署、役職等が記載さ

れたもの）及び「情報セキュリティを確保するための体制を定めた書面（情報

管理体制図）」を契約前に提出し、担当課室の同意を得ること。（住所、生年月

日については、必ずしも契約前に提出することを要しないが、その場合であっ

ても担当課室から求められた場合は速やかに提出すること。）なお、情報取扱者

名簿は、契約業務の遂行のため最低限必要な範囲で情報取扱者を掲載すること。  

ii. 契約を履行する一環として契約相手方が収集、整理、作成等した一切の情報が、

経済産業省が保護を要さないと確認するまでは、情報取扱者名簿に記載のある

者以外に伝達又は漏えいされないことを保証する履行体制を有していること。 

iii. 経済産業省が個別に承認した場合を除き、契約相手方に係る親会社、地域統括

会社、ブランド・ライセンサー、フランチャイザー、コンサルタントその他の

契約相手方に対して指導、監督、業務支援、助言、監査等を行う者を含む一切

の契約相手方以外の者に対して伝達又は漏えいされないことを保証する履行体

制とすること。 
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iv. 本事業で知り得た一切の情報について、情報取扱者以外の者に開示又は漏えい

してはならないものとする。ただし、担当課室の承認を得た場合は、この限り

ではない。 

v. 情報セキュリティを確保するための体制を定めた書面又は情報取扱者名簿に変

更がある場合は、予め担当課室へ届出を行い、同意を得なければならない。 

vi. 国から提供した資料又は国が指定した資料の取扱い（返却・削除等）について

は、担当職員の指示に従うこと。業務日誌を始めとする経理処理に関する資料

については適切に保管すること。 

 

  ケ．障がい者雇用に関する資料【様式１０】 

入札参加者（入札参加グループの場合はすべての入札参加グループ員）は、障害者

雇用促進法に定められる障害者雇用率（以下「法定雇用率」という。）を満たすこと

を証する書類として、公共職業安定所に提出された障害者雇用状況報告書（令和４年

６月１日現在のものに限る。）の事業主控の写しを提出すること。障害者雇用状況報

告書の提出義務がない入札参加者にあっては、障害者等雇用証明書（令和４年４月１

日以降に公共職業安定所長の証明を受けているものに限る。）の写しを提出すること。 

 

コ．ワーク・ライフ・バランス等推進企業に関する資料【様式１１】（任意） 

入札参加者は、以下３つの認定状況を確認し、該当する場合は認定書の写しを提出

すること。 

i. 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づ

く認定（えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業）等 

ii. 次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・

トライくるみん認定・プラチナくるみん認定企業） 

iii. 青少年の雇用の促進に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定 

 

  サ．賃上げを行う企業に関する資料【様式１２】（任意） 

   入札参加者は、「従業員への賃金引上げ計画の表明書」を提出すること。なお、中小

企業（※）の方は、直近の「法人税申告書別表１」の写しを表明書と同時に提出す

ること。 

 

（※）中小企業とは、法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）第 66 条第２項、第３項及

び第６項に規定される、資本金等の額等が１億円以下であるもの又は資本等を

有しない普通法人等をいいます（法人税申告書別表１において「非中小法人」

に該当していない）。 

 

③ その他審査に必要となる書類 

   上記①の「その他審査に必要となる書類」とは、以下のとおりである。 

ア．入札参加者（入札参加グループの場合はすべての入札参加グループ員）の令和４・

５・６年度競争参加資格（全省庁統一資格）の写し 

 

イ．仕様書別紙１０に記載された業務実施責任者等の法定資格等条件について、当該

業務を行う者が必要な条件を満たすこと、必要な資格を有することを証する書類（写

しでも可） 
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④ 開札に当たっての留意事項 

   開札は、入札者又はその代理人を立ち合わせて行う。ただし、入札者又はその代理

人が立ち会わない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち合わせて行う。 

 

 

５．対象業務を実施する者を決定するための評価の基準その他の対象業務を実施する者の

決定に関する事項 

 

落札者の決定は、総合評価落札方式によるものとする。 

なお、評価は、経済産業省に、本業務に関して利害関係を有しない外部有識者を含む評

価委員会を設置して行うものとする。 

 

（１）落札者決定に当たっての質の評価項目の設定 

落札者を決定するための評価は、提出された企画書の内容が、本業務の目的・趣旨

に添って実行可能なものであるか（必須項目審査）、また、効果的なものであるか（加

点項目審査）について行うものとする。 

 

①  必須項目審査（１８０点） 

必須項目審査においては、入札参加者が次の必須項目を満たしていることを確認す

る。すべて満たした場合は基礎点（１８０点）を付与し、一つでも満たしていない場

合は、失格として下記②の加点項目審査は行わない。（別紙７参照） 

 

  【業務に対する認識】 

１） 本業務の目的を理解し、計画的・効率的な業務の実施が考えられているか。 

 

【質の確保】 

２） 各業務の提案内容は、仕様書に規定される達成すべき質及び最低限満たすべき

水準が確保されているものとなっているか。 

 

  【実施体制】 

３） 各業務の業務水準が維持される体制であるか。また、総括管理業務実施者と個

別業務実施者の業務遂行体制・責任の所在が明らかにされるとともに、管理・

運営業務全体の円滑な実施のために業務実施者どうしの連携が確保されている

か。 

４） 各業務で必要とする法定資格者等が適切に配置されているか。 

 

【情報セキュリティ】 

５） 情報セキュリティ確保の体制は構築されているか。（グループで参加する場合、

代表企業及びグループ企業それぞれにおいて情報セキュリティ確保の体制は構

築されているか。） 

 

【その他配慮事項】 

６） 障がい者雇用について、法定雇用率を満たしているか。（グループで参加する場

合、代表企業及びグループ企業それぞれにおいて法定雇用率を満たしている

か。） 

７） 事業計画は環境に配慮したものとなっているか。 
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②  加点項目審査（７２０点） 

必須項目審査で合格した入札参加者に対して、次の加点項目について審査を行う。 

なお、提案内容については、具体的であり、かつ効果的な実施が期待されるかとい

う観点から、絶対評価により加点（満点の場合は７２０点）する。（別紙７参照） 

 

ア．管理・運営業務全般に係る業務に関する提案（総括管理業務に対する提案を含む）

（１１０点） 

【実績・経験と質の確保】 

１） 企業としての実績（年数、件数、代表的な案件等）、責任者及び副責任者の経験

等、企業及び現場でのマネジメント能力が、本事業の円滑な実施と質の確保・

向上に期待できるものであるか。 

 

  【トラブルや緊急事態への対応】 

２） トラブルや緊急事態（火災、地震等）に円滑に対応し、庁舎の管理・運営を迅

速に復旧・回復させるための体制構築（本社等によるバックアップ体制を含む）、

対応が提案されているか。 

３） トラブルや緊急事態（火災、地震等）に円滑に対応するため、個別事業者との

連絡体制が構築されているか。 

 

  【改善提案】 

４） 管理・運営業務全体の質の向上に関する改善提案について、その実施方法や計

画が具体的であり、必要な体制が確保されているか。 

５） 管理・運営業務全体のコスト削減に関する改善提案について、その実施方法や

計画が具体的であり、必要な体制が確保されているか。 

 

  【情報セキュリティ】 

６） 情報セキュリティ確保に関して、社内体制の構築等の取組（例:ISO/IEC27001 の

取得）や従業員への教育が行われているか。また、本事業の実施における情報

セキュリティの確保についての計画・方法が実効的なものとなっているか。 

 

イ．建築・建築設備管理業務（１７０点） 

【実績・経験と質の確保・向上】 

１） 企業としての実績（年数、件数、代表的な案件等）及び責任者並びに副責任者

の経験・資格等が、本業務の円滑な実施と質の確保・向上に期待できるもので

あるか。 

２） 企業並びに現場のマネジメント能力及び法定資格者等の配置が、業務の質の確

保・向上が期待できるものであるか。 

３） 企業として、品質確保・保持・向上に向けた取り組みを行っているか。 

４） 業務に従事する者に対する社内の教育・訓練（第三者機関により実施されるも

のを含む。）が計画的・体系的に行われ、その内容・頻度において業務の質の向

上が期待できるか。 

 

  【トラブルや緊急事態への対応】 

５） トラブルや緊急事態（火災、地震等）に円滑に対応し、庁舎の機能を回復させ

るための体制（本社等によるバックアップ体制を含む）、対応が提案されている

か。 

６） トラブルや緊急事態（火災、地震等）の機器点検・復旧に関する確認・訓練等
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が計画的に行われ、迅速な対応が期待できるものとなっているか。 

 

  【環境への配慮】 

７） 環境に配慮した取り組み、特に省エネルギーと CO2 の排出量削減に向けた方策

が提案されているか。 

 

  【情報セキュリティ】 

８） 情報セキュリティ確保に関して、社内体制の構築等の取組（例:ISO/IEC27001 の

取得）や従業員への教育が行われているか。また、本事業の実施における情報

セキュリティの確保についての計画・方法が実効的なものとなっているか。 

 

【質の向上やコスト削減に関するその他改善提案】 

９） 上記のほか、質の向上やコスト削減に関する改善提案について、その実施方法

や計画が具体的であり、必要な体制が確保されているか。 

 

ウ．清掃業務（９０点） 

【実績・経験と質の確保・向上】 

１） 企業としての実績（年数、件数、代表的な案件等）、責任者及び副責任者の経験・

資格等が、本業務の円滑な実施と質の確保・向上に期待できるものであるか。 

２） 業務に従事する者に対する社内の教育・訓練（第三者機関により実施されるも

のを含む。）が計画的・体系的に行われ、その内容・頻度において業務の質の向

上が期待できるか。 

３） 質の向上に関する具体的な改善提案がなされており、その実施について具体的

な方法・計画が明記され、必要な体制が確保されているか。 

 

【コスト削減に関する方策】 

４） 業務コスト等削減のための方策が提案されているか。 

 

  【環境への配慮】 

５） 環境に配慮した取組が提案されているか。 

 

  【情報セキュリティ】 

６） 情報セキュリティ確保に関して、社内体制の構築等の取組（例:ISO/IEC27001 の

取得）や従業員への教育が行われているか。また、本事業の実施における情報

セキュリティの確保についての計画・方法が実効的なものとなっているか。 

 

エ．警備保安業務（１７０点） 

【実績・経験と質の確保・向上】 

１） 企業としての実績（年数、件数、代表的な案件等）、責任者及び副責任者の経験・

資格等が、本業務の円滑な実施と質の確保・向上に期待できるものであるか。 

２） 企業並びに現場のマネジメント能力及び法定資格者等の配置が、業務の質の確

保・向上が期待できるものであるか。 

３） 企業として、品質確保・保持・向上に向けた取り組みを行っているか。 

４） 警備業務に従事する者に対する社内の教育・訓練（第三者機関により実施され

るものを含む。）が計画的・体系的に行われ、その内容・頻度において業務の質

の向上が期待できるか。 

 

【トラブルや緊急事態への対応】 
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５） トラブルや緊急事態（火災、地震等）に円滑に対応し、庁舎の機能を迅速に回

復させるための体制構築（本社等によるバックアップ体制を含む）、対応が提案

されているか。 

６） トラブルや緊急事態（火災、地震等）が発生した際の庁舎内の被害確認・機器

点検等に関する確認・訓練等が計画的に行われ、非常時への迅速な対応が期待

できるものとなっているか。 

 

  【受付業務】 

７） 受付について、英語等の外国語での適切な対応が可能となっているか。 

８） 受付業務に従事する者に対する社内の教育・訓練（第三者機関により実施され

るものを含む。）が計画的・体系的に行われ、その内容・頻度において業務の質

の向上が期待できるか。 

 

  【情報セキュリティ】 

９） 情報セキュリティ確保に関して、社内体制の構築等の取組（例:ISO/IEC27001 の

取得）や従業員への教育が行われているか。また、本事業の実施における情報

セキュリティの確保についての計画・方法が実効的なものとなっているか。 

 

  【質の向上やコスト削減に関するその他改善提案】 

１０） 上記のほか、質の向上やコスト削減に関する改善提案について、その実施方法

や計画が具体的であり、必要な体制が確保されているか。 

 

オ．電話交換業務（７０点） 

【実績・経験と質の確保・向上】 

１） 企業としての実績（年数、件数、代表的な案件等）、責任者及び副責任者の経験・

資格等が、本業務の円滑な実施と質の確保・向上に期待できるものであるか。 

２） 英語等の外国語でも適切な対応が可能となっているか。 

３） 業務に従事する者に対する社内の教育・訓練（第三者機関により実施されるも

のを含む。）が計画的・体系的に行われ、その内容・頻度において業務の質の向

上が期待できるか。 

 

【柔軟な体制の構築】 

４） 増員が必要な際への対応及び欠員が生じたときのバックアップなど、柔軟な体

制が構築できるようになっているか。 

 

【情報セキュリティ】 

５） 情報セキュリティ確保に関して、社内体制の構築等の取組（例:ISO/IEC27001 の

取得）や従業員への教育が行われているか。また、本事業の実施における情報

セキュリティの確保についての計画・方法が実効的なものとなっているか。 

 

【質の向上やコスト削減に関するその他改善提案】 

６） 上記のほか、質の向上やコスト削減に関する改善提案について、その実施方法

や計画が具体的であり、必要な体制が確保されているか。 

   

カ．その他の業務（２０点） 

１） 質の向上やコスト削減に関する改善提案について、その実施方法や計画が具体

的であり、必要な体制が確保されているか。 
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    キ．ワーク・ライフ・バランス等推進企業であるか（４５点） 

１） 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく

認定（えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定企業）等 

２） 次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・ト

ライくるみん認定・プラチナくるみん認定企業） 

３） 青少年の雇用の促進に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定 

 

ク．賃上げの実施表明（４５点） 

以下のいずれかを入札者がみたすこと。 

１） 令和４年４月以降に開始する入札者の事業年度において、対前年度比で「給与

等受給者一人当たりの平均受給額（※）」を大企業にあっては３％、中小企業に

あっては１．５％以上増加させる旨を従業員に表明していること。 

 

２） 令和４年以降の暦年において、対前年比で「給与等受給者一人当たりの平均受

給額（※）」を大企業にあっては３％、中小企業にあっては１．５％以上増加さ

せる旨を従業員に表明していること。 

 

※  中小企業においては、「給与総額」とする。 

 

 

（２） 落札者決定に当たっての評価方法 

① 落札者の決定方法 

項目審査により得られた基礎点（１８０点）と加点項目審査で得られた加算点（最

高７２０点）を加算し、入札価格（予定価格の制限の範囲内であるものに限る。）で除

した値を総合評価点とし、入札参加者中で最も高い値の者を落札者として決定する（除

算方式）。 

総合評価点＝（基礎点＋加算点）÷ 入札価格 

 

② 留意事項 

ア．開札の結果、落札者となるべき者の入札価格が、１０分の６を予定価格に乗じて

得た額に満たない場合は、その価格によって契約の内容に適合した履行がなされな

いおそれがあると認められるか否か、次の事項について改めて調査を実施し、該当

するおそれがあると認められた場合、又は契約の相手方となるべき者と契約を締結

することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあって著しく不適当であると認められ

た場合には、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札したほかの者のうち、総

合評価点が最も高い１者を落札者として決定することがある。 

１）当該価格で入札した理由及びその積算の妥当性（当該単価で適切な人材が確保

されるか否か、就任予定の者に支払われる賃金額が適正か否か、就任予定の者が

当該金額で了解しているか否か 等） 

２）当該契約の履行体制（常駐者の有無、人数、経歴、勤務時間、専任兼任の別、

業務分担等が適切か否か 等） 

３）当該契約期間中におけるほかの契約請負状況 

４）手持ち機械その他固定資産の状況 

５）国の行政機関等及び地方公共団体等に対する契約の履行状況 

６）経営状況 

７）信用状況 

 

イ．開札の結果、落札者となるべき者が二人以上あるときは、直ちに当該入札参加者

16



 
 

又はその代理人にくじを引かせて落札者を決定するものとする。 

この場合において、入札参加者又はその代理人が直接くじを引くことができないと

きは、入札執行事務に関係のない職員がこれに代わってくじを引き、落札者を決定

するものとする。 

 

ウ．落札者が決定したときは落札者の商号又は名称、入札価格について経済産業省ホー

ムページ及び官報で公表するものとする。 

 

（３） 賃上げの実施確認について 

ア．落札者が、５．（１）②ク．において賃上げの実施表明を行い、加点を受けている

場合、賃上げ実績の確認を行うものとする。実績確認に当たっては、当該事業者に

より表明された内容を踏まえて、事業年度等終了後に作成される「法人事業概況説

明書」等の提出をもって行う。そのため、確認のため必要な書類は速やかに提出す

ること。 

 

イ．「法人事業概況説明書」については事業者等の事業年度終了後２ヶ月以内、「給与所

得の源泉徴収等の法定調書合計表」においては毎年１月 31 日までに作成されること

となるので、原則として同じ期間内に提出すること。所定の書類をそれぞれの期限

内に提出しない場合は、「賃上げが未実行な者」と同様の措置を行うこととする。 

 

ウ．評価項目の確認方法は以下のとおりとする。 

１）事業年度により賃上げを表明した場合 

賃上げを表明した年度とその前年度の「法人事業概況説明書」の「「10 主要科目」

のうち「労務費」、「役員報酬」及び「従業員給料」の合計額」（以下「合計額」

という。）を「４期末従業員等の状況」のうち「計」で除した金額を比較し、表

明書で示した率を満たしているか 

 

２）暦年により賃上げを表明した場合 

「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」の「１給与所得の源泉徴収票合計

表（375）」の「Ａ俸給、給与、賞与等の総額」の「支払金額」欄を「人員」で除

した金額により比較し、表明書で示した率を満たしているか 

 

エ．中小企業にあっては、ウ．において比較をすべき金額は、１）の場合は「法人事業

概況説明書」の「合計額」と、２）の場合は「給与所得の源泉徴収票等の法定調書

合計表」の「支払金額」とする。 

 

オ． ウ．に規定される書類以外の書類等にて賃上げ実績についての確認を要する場合

は、税理士又は公認会計士等の第三者により、上記基準と同等の賃上げ実績を確認

することができる書類と認められた書類等（第三者評価の事実を証明する書類等：

（例）公認会計士等の事務所の署名がある書類）の提出をもって上記書類に代える

こととする。 

 

カ．事業期間中に当該事業者より表明した内容を実行できない旨が、何らかの形で意思

表示された場合、賃上げ実績の確認は行わないこととする。 

 

 

 

６．対象業務に関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 
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従来の実施に関する情報は、別紙８のとおり。 

 

 

７．受注者に使用させることができる国有財産に関する事項 

 

（１）使用施設 

    本業務を実施するに当たり使用することができる施設は、経済産業省庁舎とする。 

 

（２）使用設備 

 本業務を実施するに当たり使用することができる設備は、本業務の実施に必要な国

有財産すべてとする。 

 

（３） 設備・機器等の持込み 

① 経済産業省の業務に支障を来さない範囲において、受注者は経済産業省庁舎内に本

業務に必要な機器・設備等を受注者の負担において持ち込むことができる。ただし、

機器・設備等を持ち込む場合には、事前に経済産業省の了解を得るものとし、本業務

を終了した際は、原状回復を行わなければならない。 

 

② 設備・機器等の持込み又は撤去に要する経費及び持ち込んだ設備・機器等に係る経

費については、仕様書１．（４）②で規定する光熱水費を除き受注者が負担するもの

とする。 

 

 

８．受注者が、対象業務を実施するに当たり、国の行政機関等の長等に対して報告すべき

事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置その他の対象公共サービスの適正かつ確

実な実施の確保のために契約により公共サービス実施民間事業者が講ずべき措置に関す

る事項 

 

（１） 報告等について 

① 業務計画書の作成と提出 

受注者は、仕様書で定めた業務を行うに当たり、個別業務ごとに、事業開始日まで

に、管理・運営業務計画書を厚生企画室に提出し、厚生企画室と協議し、あらかじめ

合意を得なければならない。 

管理・運営業務計画に変更を生じた場合も同様とする。 

 

② 業務報告書の作成、提出及び保管 

受注者は、各業務の履行結果を正確に記載した業務日報、業務月報及び年間総括報告

書を作成し、以下のとおり保管又は提出すること。  

 

ア．受注者は、業務日報を毎日作成し、翌日（当該翌日が休日の場合には、その直後

の平日とする。ただし、３月分においては、３月末日とする。）までに厚生企画室

に提出し、厚生企画室の確認を受けること。厚生企画室の確認を受けた後の業務日

報は、業務期間中いつでも閲覧できるように保管すること。 
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イ．受注者は、業務期間中、当月分に係る業務月報を、その月の翌月の５日（当該日

が休日の場合にはその直後の平日とする、ただし、３月分においては、３月末日と

する。）までに厚生企画室に提出すること。厚生企画室の確認を受けた後の業務月

報は、業務期間中いつでも閲覧できるように保管すること。 

 

ウ．受注者は、３月末日までに、当該事業年度に係る管理・運営業務に関する年間総

括報告書を厚生企画室に提出すること。 

 

 ③ 経済産業省の検査・監督体制 

  受注者からの報告等を受けるに当たり、経済産業省の検査・監督体制は次のとおり

とする。 

   

ア．施設管理責任者 

 施設管理責任者（以下「責任者」という。）は、経済産業省庁舎の管理に関して責

任を負うとともに、施設管理副責任者、施設管理検査職員及び施設管理監督職員を

統括するものとし、経済産業省大臣官房会計課厚生企画室長（以下「厚生企画室長」

という。）の職にある者をもって充てるものとする。 

   

イ．施設管理副責任者 

 施設管理副責任者（以下「副責任者」という。）は、施設管理責任者が不在である

ときはその責務を代行するとともに、経済産業省庁舎の防火管理等を行うこととし、

経済産業省大臣官房会計課厚生企画室厚生審査官の職にある者をもって充てるもの

とする。 

   

ウ．施設管理検査職員 

 施設管理検査職員（以下「検査職員」という。）は、受注者が実施した業務の質に

ついて検査することとし、以下の職にある者をもって充てるものとする。 

   １）大臣官房会計課厚生企画室厚生審査官 

   ２）大臣官房会計課厚生企画室課長補佐（営繕担当） 

   ３）大臣官房会計課厚生企画室課長補佐（管理担当） 

４）大臣官房会計課厚生企画室課長補佐（庁内取締担当） 

   

エ．施設管理監督職員 

 施設管理監督職員（以下「監督職員」という。）は、受注者が行う事業について、

必要な監督を行うものとし、その職務にある者については、本業務の契約期間が開

始する前までに受注者に通知するものとする。変更がある場合も同様とする。 

  

（２） 経済産業省による調査への協力 

経済産業省は、受注者による業務の適正かつ確実な実施を確保する必要があると認め

るときは、受注者に対し、当該管理・運営業務の状況に関し必要な報告を求め、又は受

注者の事務所若しくは事業実施場所に立ち入り、業務の実施状況若しくは帳簿、書類そ

の他の物件を検査し、若しくは関係者に質問することができる。 

なお、立入検査をする者は、検査等を行う際には、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者に提示するものとする。 

 

（３）指示について 

  経済産業省は、受注者による本業務の適正かつ確実な実施を確保するために必要があ
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ると認めるときは、受注者に対し、必要な措置を取るべきことを指示することができる。

また、経済産業省は、本業務の検査・監督において業務の質の低下につながる問題点を

確認した場合は、随時受注者に指示を行うことができるものとする。 

  経済産業省による指示の経路については以下のとおりとする。 

 

① 総括管理業務実施者を通じた報告、指示 

受注者から厚生企画室への業務計画書・作業報告書その他の関係書類（以下「各種

書類」という。）の提出及び各種の報告は、下記②の緊急時等を除き原則として総括

管理業務実施者を通して行うものとする。 

厚生企画室は、提出された各種書類及び各種の報告の内容について修正、追加、処

置方法等について総括管理業務実施者に必要な指示を行うものとする。 

ただし、各種書類の提出及び各種の報告を行う個別業務実施事業者が総括管理業務

実施者を兼任している場合は、総括管理業務実施者を通して受領・指示を行うものと

みなすことができる。 

 

② 緊急時等における報告、指示 

故障・不具合の発生時及び業務の立会時等、早急な判断、対応を必要とする場合（以

下「緊急時等」という。）には、個別業務実施事業者は厚生企画室に直接報告を行う

ことができる。 

また、緊急時等には、厚生企画室は個別業務実施事業者に直接指示を行うものとす

る。 

このような場合、個別業務実施事業者は、総括管理業務実施者に対して、必ず事後

報告を行うものとする。 

 

（４）情報セキュリティの確保について 

① 受注者は、契約締結後速やかに、情報セキュリティを確保するための体制並びに経

済産業省庁舎の管理・運営業務請負契約書に規定される情報セキュリティを確保する

ための体制等について、厚生企画室に提示し、了承を得た上で確認書類として提出し

なければならない。ただし、別途契約締結前に、情報セキュリティを確保するための

体制等について厚生企画室に提示し了承を得た上で提出したときは、この限りでない。 

 

② 受注者は、情報セキュリティを確保するための体制及び対策に係る実施状況につい

ては、定期的に、情報セキュリティに関する事項の遵守の方法の実施状況報告書を厚

生企画室に提出しなければならない。加えて、これらに変更が生じる場合は、事前に

厚生企画室へ案を提出し、同意を得なければならない。なお、報告の内容について、

厚生企画室と受注者が協議し不十分であると認めた場合、受注者は、速やかに厚生企

画室と協議し、対策を講じなければならない。 

 

③ 受注者は、本契約に使用するソフトウェア、電子計算機等に係る脆弱性対策、不正

プログラム対策、サービス不能攻撃対策、標的型攻撃対策、アクセス制御対策、情報

漏えい対策を講じるとともに、契約期間中にこれらの対策に関する情報セキュリティ

教育を本契約にかかわる従事者に対し実施しなければならない。 

 

④ 受注者は、本契約遂行中に得た本契約に関する情報（紙媒体及び電子媒体であって

これらの複製を含む。）の取扱いには十分注意を払い、経済産業省（以下「当省」と         

いう。）内に複製が可能な電子計算機等の機器を持ち込んで作業を行う必要がある場

合には、事前に厚生企画室の許可を得なければならない。なお、この場合であっても、
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厚生企画室の許可なく複製してはならない。また、作業終了後には、持ち込んだ機器

から情報が消去されていることを厚生企画室が確認できる方法で証明しなければなら

ない。 

 

⑤ 受注者は、本契約遂行中に得た本契約に関する情報（紙媒体及び電子媒体）につい

て、厚生企画室の許可なく当省外で複製してはならない。また、作業終了後には、複

製した情報が電子計算機等から消去されていることを厚生企画室が確認できる方法で

証明しなければならない。 

 

⑥ 受注者は、本契約を終了又は契約解除する場合には、受注者において本契約遂行中

に得た本契約に関する情報（紙媒体及び電子媒体であってこれらの複製を含む。）を

速やかに厚生企画室に返却し、又は廃棄し、若しくは消去しなければならない。その

際、厚生企画室の確認を必ず受けなければならない。 

 

⑦ 受注者は、契約期間中及び契約終了後においても、本契約に関して知り得た当省の

業務上の内容について、他に漏らし、又は他の目的に利用してはならない。なお、受

注者は、当省の業務上の内容を外部に提供する必要が生じた場合は、提供先で当該情

報が適切に取り扱われないおそれがあることに留意し、提供の可否を十分に検討した

上で、厚生企画室の承認を得るとともに、取扱上の注意点を示して提供しなければな

らない。 

 

⑧ 上記のほか、受注者がとるべき情報セキュリティの確保については、経済産業省庁

舎の管理・運営業務請負契約書の規定のとおりとする。 

 

（５）個人情報の保護について 

① 受注者は、厚生企画室から預託された個人情報（個人情報の保護に関する法律（平

成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」という。）第２条第１項及び第２項

に規定する個人情報をいう。）及び行政機関等匿名加工情報等（個人情報保護法第１

１９条に規定する行政機関等匿名加工情報等をいう。）（以下「個人情報等」という。）

については、善良なる管理者の注意をもって取り扱わなければならない。 

 

② 受注者は、個人情報等を取り扱わせる業務を第三者（受注者の子会社（会社法（平

成１７年法律第８６号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合

も含む。以下この条において同じ。）に委任し、又は請負わせる場合には、事前に厚

生企画室の承認を得るとともに、厚生企画室が受注者に求める個人情報等の適切な管

理のために必要な措置と同様の措置を当該第三者も講ずるように求め、かつ当該第三

者が約定を遵守するよう書面で義務づけなければならない。承認を得た第三者の変更

及び第三者が再委任又は再下請け等を行う場合についても同様とする（以下、承認を

得た再受任者及び再下請人等を単に「第三者」という。）。 

 

③ 受注者は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、事前に厚生企画室の

承認を得た場合は、この限りでない。 

ア．厚生企画室から預託された個人情報等を第三者（前項記載の書面の合意をした第

三者を除く。）に提供し、又はその内容を知らせること。 

イ．厚生企画室から預託された個人情報等について、厚生企画室が示した利用目的（特

に明示がない場合は本契約の目的）の範囲を超えて使用し、複製し、又は改変する

こと。 

ウ．本契約に関して自ら収集し、又は作成した個人情報について、厚生企画室が示し
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た利用目的（特に明示がない場合は本契約の目的）の範囲を超えて使用すること。 

 

④ 受注者は、本業務において個人情報等を取り扱う場合には、責任者及び業務従事者

の管理体制及び実施体制、個人情報等の管理の状況についての検査に関する事項等の

必要な事項について定めた書面を厚生企画室に提出するとともに、個人情報の漏えい、

滅失、及び毀損の防止その他の個人情報等の適切な管理（第三者による管理を含む。）

のために必要な措置を講じなければならない。また、受注者は、契約内容の遵守状況

及び下請負先（再委託先を含む。）における個人情報等の取扱い状況について、厚生

企画室に定期的に報告しなければならない。 

 

⑤ 受注者は、厚生企画室から預託された個人情報等の漏えい、滅失、毀損、不正使用、

その他本条に違反する事実を認識した場合には、直ちに自己の費用及び責任において

被害の拡大防止等のため必要な措置を講ずるとともに、厚生企画室に当該事実が発生

した旨、並びに被害状況、復旧等の措置及び本人（個人情報等により識別されること

となる特定の個人）への対応等について直ちに報告しなければならない。また、厚生

企画室から更なる報告又は何らかの措置・対応の指示を受けた場合には、受注者は当

該指示に従うものとする。 

 

⑥ 上記のほか、受注者がとるべき個人情報の取扱いについては、経済産業省庁舎の管

理・運営業務請負契約書の規定のとおりとする。 

 

 

（６）契約に基づき受注者が講ずべき措置 

① 業務の開始及び中止 

ア．受注者は、締結された本契約に定められた業務開始日に、確実に本業務を開始し

なければならない。 

イ．受注者は、やむを得ない事由により本業務を一時中断しようとするときは、あら

かじめ、経済産業省の承認を受けなければならない。 

 

② 公正な取扱い 

ア．受注者は、本業務の実施に当たって、経済産業省庁舎の利用者を合理的な理由な

く区別してはならない。 

イ．受注者は、当該施設利用者の取扱いについて、自らが行うほかの事業における利

用の有無等により区別してはならない。 

 

③ 金品等の授受の禁止 

受注者は、本業務において、金品等を受け取ること又は与えることをしてはならない。 

 

④ 宣伝行為の禁止 

受注者及び本業務に従事する者は、本業務の実施に当たって、自らが行う業務の宣

伝を行ってはならない。 

受注者及び本業務を実施する者は、本業務の実施の事実をもって、第三者に対し誤

解を与えるような行為をしてはならない。 

 

⑤ 法令の遵守 

受注者は、本業務を実施するに当たり適用を受ける関係法令等を遵守しなければな

らない。 
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⑥ 安全衛生 

受注者は、本業務に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理については、責任

者を定め、関係法令に従って行わなければならない。 

 

⑦ 記録・帳簿書類等 

受注者は、本業務に関して作成した記録や帳簿書類を、本業務を終了し、又は中止

した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

 

⑧ 権利の譲渡 

受注者は、原則として、本契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に譲

渡してはならない。 

 

⑨ 権利義務の帰属等 

ア．本業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利に抵触するときは、受注者

は、その責任において、必要な措置を講じなくてはならない。 

イ．受注者は、本業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、経済産業

省の承認を受けなければならない。 

 

⑩ 契約によらない自らの事業の禁止 

受注者は、本業務の対象施設において、経済産業省の許可を得ることなく自ら行う

事業又は経済産業省以外の者との契約に基づき実施する事業を行ってはならない。 

 

⑪ 再委託の取扱い 

ア．受注者（入札参加グループを含む。）は、本業務の実施に当たり、その全部を一

括して再委託してはならない。 

 

イ．受注者は、本業務の実施に当たり、その一部について再委託を行う場合は、原則

として、あらかじめ企画書において再委託に関する事項（再委託先の住所・名称・

再委託先に委託する業務の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、再委託先

の業務履行能力並びに報告徴収その他業務管理の方法）について記載しなければな

らない。また、受注者は、企画書の提出前に、再委託先が単独又は入札参加グルー

プで本入札に参加しようとする者でないことを確認するものとする。 

 

ウ．受注者は、契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再委託に

関する事項を明らかにした上で経済産業省の承認を受けなければならない。 

 

エ．受注者は、上記イ及びウにより再委託を行う場合には、再委託先から必要な報告

を徴収することとする。 

 

オ．再委託先は、上記の秘密の保持等、公正な取扱い、金品等の授受の禁止、宣伝行

為の禁止、経済産業省との契約によらない自らの業務の禁止については、再委託先

は受注者と同様の義務を負うものとする。 

 

カ．再委託先の責めに帰すべき事由により増加費用又は損失等が生じた場合には、受

注者（入札参加グループで参加している場合には代表者）の責めに帰すべき事由に

より増加費用又は損失等が生じたものとみなす。 

 

⑫ 契約内容の変更 
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ア．経済産業省は、業務期間中に経済産業省の設備機器等が更新等されることとなる

場合又は実施要項等で経済産業省が提示した条件と異なることとなる場合には、受

注者にその旨を通知するとともに、双方協議の上、契約の変更が必要であると認め

られるときは、契約の変更を行うものとする。 

 

イ．受注者及び経済産業省は、本業務の更なる質の向上推進又はその他やむを得ない

事由により本契約の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ変更の理由を提出

し、それぞれ相手方の承認を受けなければならない。 

 

 ⑬ 契約解除 

経済産業省は、受注者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除することがで

きる。 

ア．偽りその他不正の行為により落札者となったとき 

 

イ．契約に従って本業務を実施できなくなったとき、又はこれを実践することができ

なくいことが明らかなとき 

 

ウ．上記イ．に掲げる場合のほか、契約において定められた事項について重大な違反

があったとき 

 

エ．法律又は契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし

たとき 

 

オ．法令又は本契約に基づく指示に違反したとき 

 

カ．民間事業者又はその他の本業務に従事する者が、法令又は契約に違反して、本業

務の実施に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用したとき 

 

キ．法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をい

う。以下同じ。）であるとき、又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法

人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）

の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している

者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をい

う。以下同じ。）であるとき。 

 

ク．役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 

 

ケ．役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

等、直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

とき。 

 

コ．役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難され

るべき関係を有しているとき。 

 

サ．暴力団員が業務を統括する者又は従業員として本業務に従事していることが明ら
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かになったとき。 

 

シ．再委託先の事業者が上記キ．からサ．に該当することを知りながら、再委託契約

を解除せず、もしくは解除するための措置を講じないとき。 

 

⑭ 契約解除時の取扱い 

ア．上記⑬に該当し、契約を解除した場合には、経済産業省は受注者に対し、当該解

除の日までの当該公共サービスを契約に基づき実施した期間にかかる対価を支給す

る。 

 

イ．上記ア．の場合には、受注者は、契約金額の１００分の１０に相当する金額を違

約金として経済産業省の指定する期間内に納付しなければならない。 

 

ウ．経済産業省は、受注者が上記イの規定による金額を国の指定する期日までに支払

わない場合には、その支払期限の翌日から起算して支払のあった日までの日数に応

じて、年１００分の３の割合で計算した金額を延滞金として納付させることができ

る。 

 

エ．経済産業省は、契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償の請求をする

ことができる。 

 

⑮ 不可抗力免責 

受注者は、上記事項にかかわらず、不可抗力により委託事業の全部又は一部の履行

が遅延又は不能となった場合は、当該履行遅延又は履行不能による責任を負わないも

のとする。 

 

⑯ 業務引継ぎの実施 

業務期間の初日から確実に業務を遂行するため、仕様書１．（１）③のとおり業務

引継ぎを実施すること。 

 

⑰ 契約の解釈 

契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、受注者と経済産業省が協議

して決定するものとする。 

 

 

９．受注者が対象業務を実施するに当たり第三者に損害を加えた場合において、その損害の

賠償に関し契約により当該事業者が負うべき責任（国家賠償法の規定により国の行政機

関等が当該損害の賠償の責めに任ずる場合における求償に応ずる責任を含む。）に関する

事項 

 

本契約を履行するに当たり、受注者又はその職員その他の本公共サービスに従事する者

が、故意又は過失により、当該公共サービスの受益者等の第三者に損害を与えた場合には、

次に定めるところによるものとする。 

 

（１）経済産業省が国家賠償法（昭和２２年法律第１２５号）第１条第１項等に基づき当

該第三者に対する賠償を行ったときは、経済産業省は当該受注者に対し、当該第三者

に支払った損害賠償額（当該損害の発生について経済産業省の責めに帰すべき理由が

25



存する場合は、経済産業省が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分に限る。）

について求償することができる。 

（２）当該受注者が民法（明治２９年法律第８９号）第７０９条等に基づき、当該第三者

に対する賠償を行った場合であって、当該損害の発生について経済産業省の責めに帰

すべき理由が存するときは、当該民間事業者は経済産業省に対し、当該第三者に支払

った損害賠償額のうち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分について求償する

ことができる。

１０．その他対象業務の実施に関し必要な事項 

（１）経済産業省の監督体制

① 本業務の契約に係る監督は、支出負担行為担当官経済産業省大臣官房会計課長が、

自ら又は補助者に命じて、立会い、指示その他の適切な方法によって行うものとする。

② 本業務の実施状況に係る監督は、上記８．（１）③により行うこととする。

（２）会計検査について

受注者は、本業務の内容が会計検査院法（昭和２２年法律第７３号）第２２条に該

当する場合又は同法第２３条第１項第７号に規定する「事務若しくは業務の受注者」

に該当し、会計検査院が必要と認める場合には、同法第２５条及び第２６条により、

会計検査院の実地の検査を受け、同院から直接又は経済産業省を通じて、資料・報告

等の提出を求められ又は質問を受けることがある。 
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